
令和２年度第３次補正予算クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金 

及び 令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 管理規程 

 

 

１．補助金の交付を受けた者は、補助金の交付を受けて取得した電気自動車、プラグインハ

イブリッド自動車、外部給電器及び V2H充放電設備（以下「取得財産等」という。）につ

いて、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的である二酸化炭素の排出

抑制や石油依存度の低減並びに災害時の電気自動車等の外部給電機能の活用促進によ

るレジリエンスの向上に貢献することに沿って使用しなければならない。 

 

２．補助金の交付を受けた者は、取得財産等について、センターの定める様式の取得財産等

管理台帳・取得財産等明細表を備え、管理しなければならない。 

 

３．補助金の交付を受けた者は、センターが定める取得財産等の処分を制限する期間におい

ては、取得財産等を処分してはならない。 

取得財産等の処分とは、譲渡、交換、貸し付け（リース事業者を除く）、廃棄又は担保に

供すること等の補助金の交付目的に反する行為をいう。 

取得財産等の処分を制限する期間は、補助金の交付の目的及び減価償却資産の耐用年数

を勘案して、業務実施細則に定める期間とする。 

 

４．補助金の交付を受けた者は、業務実施細則に定められた期間内において、取得財産等を

処分しようとするときは、あらかじめセンターの定める様式の財産処分承認申請書をセ

ンターに提出し、承認を受けなければならない。 

センターが取得財産等の処分を承認する場合においても、取得財産等の処分の目的、事

由によっては、補助金の全部又は一部の返納を求める場合がある。 

また、センターの承認を得ずに、取得財産等の処分を行ったことが判明した場合は、補

助金の全部の返納を求める場合がある。 

 

５．補助金の交付を受けた者が、取得財産等の処分制限期間内に取得財産等を処分した場合

で、取得財産等の処分によって、補助金の交付を受けた者に収入があるとセンターが認

めるときには、センターは、補助金の交付を受けた者に対して、期限を付してその収入

の全部又は一部についてセンターへの納付を命ずることができる。 

 

６．センターは、補助金の交付を受けた者に補助金の返納を求めた場合には、その者からの

新しい交付申請に対する補助金の交付については、補助金の返納が完了したことを確認

するまで拒否することができる。 


